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連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター 
札幌圏雇用センサス  ２０１６年２月の相談状況 

「求められる公労使一体の継続的な遵法意識向上の取り組み」  

１．２０１６年２月相談概況  
 

項 目 

年月 
相談者（人） 相談件数（件） 一人当たり相談件数（件）

２０１６年  ２月 ５６人 ９８件 １．７５件

２０１６年  １月 ４６人 ８２件 １．８６件

２０１５年  ２月 ４６人 ７６件 １．６２件

 
① 今月の相談者は正規労働者数が非正規労働者数を上回っています。ただ、男性 

は相談者の７割強が正規社員であるのに対して女性は４割が正規社員・3 割強が 
パートタイマーとなっています。性別分類では男性 31 人（55.3％）、女性 25 人 
（44.6％）となっています。 

相談件数は男性 55 件（1.77 件/1 人）女性 43 件（1.72 件/1 人）全体で 98 件  
（1.75 件/1 人）となっています。正社員の相談者数・相談件数が飛びぬけています。 
男性 22 人・41 件・1.86 件/1 人、女性 10 人・18 件・1.80 件/1 人、全体 32 人・59 件  
・1.84 件/１人となっています。 

【雇用形態別 相談者数・相談件数・１人当たり相談件数】 
  男 社員 契約 パート ｱﾙﾊﾞｲﾄ 嘱託 派遣 その他 

人 数 31 22 1 2 4 1 0 1 

件 数 55 41 2 3 6 2 0 1 

計 1.77 1.86 2.00 1.50 1.50 2.00 0.00 1.00 

 
  女 社員 契約 パート ｱﾙﾊﾞｲﾄ 嘱託 派遣 その他 

人 数 25 10 2 9 1 0 2 1 

件 数 43 18 2 15 2 0 5 1 

計 1.72 1.80 1.00 1.67 2.00 0.00 2.50 1.00 

男女 社員 契約 パート ｱﾙﾊﾞｲﾄ 嘱託 派遣 その他 

人 数 56 32 3 11 5 1 2 2 

件 数 98 59 4 18 8 2 5 2 

計 1.75 1.84 1.33 1.64 1.60 2.00 2.50 1.00 

 
② 業種別相談状況では医療福祉、飲食業、製造及び小売業から相談が多く寄せら

れています。その中で医療福祉の事業所から寄せられる相談は全体の２割を占め

違法件数が７１．４％に達しています。違法内容では賃金不払、有給休暇取得妨
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害、就業規則不開示、セクハラ・嫌がらせ等が目立ちます。特に嫌がらせ・セク

ハラは長期間に及ぶものが数例あり労働者の心身が病んでいるというケースも見

られました。 
【業種別・雇用形態別 相談者数】 

  人数 社員 契約 パート ｱﾙﾊﾞｲﾄ 嘱託 派遣 その他 

医療福祉 11 9 1 1 

飲食宿泊 10 7 1 2 

卸・小売 6 1 5 

教育・学習支援 1 1 

漁業 1 1 

情報処理 4 1 1 2 

製造 8 6 1 1 

その他 11 5 2 1 1 2 

電気ガス熱供給水道 1 1 

複合サービス 1 1 

不動産 1 1 

不明 1 1 

合計 56 32 3 11 5 1 2 2 

 
【業種別・雇用形態別 相談件数  違法件数・違法率】 

  件数 社員 契約 パート ｱﾙﾊﾞｲﾄ 嘱託 派遣 その他 違法件数・率

医療福祉 21 17 2 2 15 71.43%

飲食宿泊 19 14 2 3 9 47.37%

卸・小売 10 2 8 2 20.00%

教育・学習支援 1 1 

漁業 1 1 

情報処理 7 1 1 5 2 28.57%

製造 13 11 1 1 2 15.38%

その他 19 9 4 2 2 2 6 31.58%

電気ガス熱供給水道 2 2 

複合サービス 1 1 1 100.00%

不動産 3 3 

不明 1 1 

合計 98 59 4 18 8 2 5 2 37 37.76%

 
２．２０１６年２月の雇用情勢  

 
２月は福祉事業所からの相談が多く、中でも社会福祉法人運営の正常化を求める内容

が多く見られました。事業の管理官庁である道から再三の指導を受けるものや、労働基
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準監督署から労働時間管理・賃金未払の是正指導を受けるという事例も見られました。 
また、運営正常化はその他一般業種の事業所から寄せられる相談にも多くみられまし

た。内容は労基法遵守を内容とするもので、就業規則の閲覧・説明を求めるもの労働時

間の適正管理を求めるもの、雇用契約の内容を明らかにして欲しいというものです。 
２月の相談状況では事業運営の杜撰さに労働者が悲鳴をあげているという状況が明

らかであり、雇用情勢の本格的回復には公労使一体となった継続的な遵法意識向上の取

り組みが必要であると強く感じました。 
 

以 上 
 


